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建築基準法の一部を改正する法律案について

１．背景

より合理的かつ実効性の高い建築基準制度を構築するため、木造建築関連基準
の見直し、構造計算適合性判定制度の見直し、容積率制限の合理化、建築物の事
故等に対する調査体制の強化等の所要の措置を講ずる。

２．概要

（１）木造建築関連基準の見直し
建築物における木材利用の促進を図るため、耐火建築物としなければならな

いこととされている三階建ての学校等について、一定の防火措置を講じた場合
には、主要構造部を準耐火構造等とすることができることとする。

（２）構造計算適合性判定制度の見直し
構造計算適合性判定を都道府県知事又は指定構造計算適合性判定機関に直接

申請できることとするとともに、比較的簡易な構造計算について、一定の要件
を満たす者が審査を行う場合には、構造計算適合性判定を不要とすることとす
る。

（３）仮使用承認制度における民間活用
特定行政庁等のみが承認することができる工事中の建築物の仮使用につい

て、一定の安全上の要件を満たす場合には、指定確認検査機関が認めたときは
仮使用できることとする。

（４）新技術の円滑な導入に向けた仕組み
現行の建築基準では対応できない新建築材料や新技術について、国土交通大

臣の認定制度を創設し、それらの円滑な導入の促進を図ることとする。

（５）容積率制限の合理化
容積率の算定に当たって、昇降機の昇降路の部分及び老人ホーム等の用途に

供する地階の部分の床面積を延べ面積に算入しないこととする。

（６）定期調査・検査報告制度の強化
建築物や建築設備等についての定期調査・検査制度を強化し、防火設備につ

いての検査の徹底などを講じることとする。

（７）建築物の事故等に対する調査体制の強化
事故・災害対策を徹底するため、国が自ら、関係者からの報告徴収、建築物

等への立入検査等をできることとする。
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